
修正理由 該当箇所 修正内容 事前質問への回答（※）・補足説明

1

特定個人情報の移転先の減 P13、20、28、35、42
５特定個人情報の提供・移転

（〇）移転を行っている　（１５件⇒１４件） 別紙２No.13の保護課と別紙３No.1の保
護課が同一事務であり、別紙３の番号利
用条例のみを根拠に移転を行うため。

2

特定個人情報の移転先の減 P13、20、28、35、42
５特定個人情報の提供・移転
移転先１

特定個人番号利用事務の所管課（１３件、別紙２参照）
　↓
特定個人番号利用事務の所管課（１２件、別紙２参照）

別紙２No.13の保護課と別紙３No.1の保
護課が同一事務であり、別紙３の番号利
用条例のみを根拠に移転を行うため。

3

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転

［〇］提供・移転しない
　↓
［　］提供・移転しない （※）移転に対するリスク対策の未記載

に対応した修正

4

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク１
　特定個人情報の提供・移転
の記録

未記載
↓
記録を残している。 （※）移転に対するリスク対策の未記載

に対応した修正

5

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク１
　特定個人情報の提供・移転
の記録
　具体的な方法

未記載
↓
・庁内ネットワークでの情報の移転については、庁内連携シス
テム内に送信記録を残している。
・DVDでの情報の移転については、情報媒体への書き込みな
ど、端末の外部に情報を持ち出す操作記録を残している。

（※）移転に対するリスク対策の未記載
に対応した修正

6

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク１
　特定個人情報の提供・移転
に関するルール

未記載
↓
定めている （※）移転に対するリスク対策の未記載

に対応した修正

7

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク１
　特定個人情報の提供・移転
に関するルール
　ルールの内容及びルール遵
守方法の確認

未記載
↓
・情報の移転については、番号法関連法令及び番号利用条例に
照らし、定められた事務についてのみ行うこととし、その際に
は、事前にデータ利用について移転先と協議を行う。

（※）移転に対するリスク対策の未記載
に対応した修正

8

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク１
　リスクへの対策は十分か

未記載
↓
十分である （※）移転に対するリスク対策の未記載

に対応した修正

9

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク２
　リスクに対する措置の内容

未記載
↓
・庁内での移転については、データ連携について事前に協議し
た情報（注）及び移転先のみ、庁内連携システム上及びDVDで
の連携で行う。
（注）命令第２条の表又は番号利用条例で定められた情報
・USB等のDVD以外の情報媒体は使用ができなくなっており、書
き込みが可能な端末も制限している。

（※）移転に対するリスク対策の未記載
に対応した修正

10

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク２
　リスクへの対策は十分か

未記載
↓
十分である （※）移転に対するリスク対策の未記載

に対応した修正
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修正理由 該当箇所 修正内容 事前質問への回答（※）・補足説明

11

12

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク２
　リスクへの対策は十分か

未記載
↓
十分である （※）移転に対するリスク対策の未記載

に対応した修正

13

誤記 P95　別紙２
　No.4　保護課の移転方法

ＤＶＤ連携等
↓
ＦＴＰ連携（庁内連携システム） 移転方法の記載に誤記が判明したため修

正

14

誤記 P95　別紙２
　No.１，２，７，１０の移転
方法

ＤＶＤ連携等
↓
ＤＶＤ連携 ＤＶＤ連携のみであるため、「等」を削

除

15

移転先の明確化 P95　別紙２
　No.１，２，４～６，８，
９，１１
　別紙３　No.1

情報照会者に本庁担当課以外の区担当課等を追記

移転先について、本庁担当課以外でも閲
覧等をすることから、移転先を明確化す
るため、追記

16

記載内容の明確化 P95　別紙２及び別紙３の表の
下部

以下を追記

※FTP連携（庁内連携システム）による移転に係る提供実績の
概数は、システム毎の合計数を記載している。

別紙２及び３の表の「提供実績の概
数」」の記載内容を明確化するため、追
記

未記載
↓
【現行業務共通システム（庁内連携システム／統合宛名システ
ム）における措置】
・特定個人情報の移転にあたっては、千葉市電子情報処理規程
に基づき、あらかじめ移転先が移転元に協議し、移転元が利用
目的、情報の移転方法、情報の内容を確認し適正と認めた場合
に限り許可している。
・庁内での移転については、命令第２条の表又は番号利用条例
で定められた情報を統合ＤＢに格納し、移転先が必要とする情
報を統合ＤＢから取得することで、データ連携を適切に行って
いる。

【次期業務共通システム（庁内連携システム／統合宛名システ
ム）における措置】
・特定個人情報の移転にあたっては、千葉市電子情報処理規程
に基づき、あらかじめ移転先が移転元に協議し、移転元が利用
目的、情報の移転方法、情報の内容を確認し適正と認めた場合
に限り許可している。
・業務共通システムへは、命令第２条の表又は番号利用条例に
定められた事業担当者以外からの特定個人情報へのアクセスが
行えない仕組みを構築している。また、当該事業に必要のない
情報との紐付けは行えない。

【DVDでの連携における措置】
・特定個人情報の移転にあたっては、千葉市電子情報処理規程
に基づき、あらかじめ移転先が移転元に協議し、移転元が利用
目的、情報の移転方法、情報の内容を確認し適正と認めた場合
に限り許可している。
・ＤＶＤの授受方法を職員間の手渡しに限定し、正しい相手に
確実に渡すことができる運用としている。

移転に対するリスク対策の
未記載に伴う修正

P50　５．特定個人情報の提
供・移転
　リスク３
　リスクに対する措置の内容

（※）移転に対するリスク対策の未記載
に対応した修正


